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株主の皆様へ 
 

 ごあいさつ 

 

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。 

平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげま

す。 

このたび当社は第 41 期事業年度（平成 18 年 10

月 21 日から平成 19 年 10 月 20 日まで）を終了いた

しましたので、次のとおり事業の経過およびその 

成果と主要項目についてご報告申しあげます。 

株主の皆様におかれましては、なお一層のご指導

とご支援を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 平成 20 年 1 月 

 

 代表取締役社長  大川博美 
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事 業 の 概 況 

平成 18 年 10 月 21 日から 

平成 19 年 10 月 20 日まで 

事業の経過およびその成果 

当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資も引き続き増加してお

り、緩やかながら回復基調で推移しました。一方でサブプライムローン問題に起因する米国

経済の減速懸念や、為替動向、原油価格の高騰などの影響による、不透明感も強まってまい

りました。 

このような経営環境のもと、当社グループは企業価値向上のため利益体質の強化を図るべ

く、今後の成長が見込まれる市場に向けた機能性、独自性の高い商品の開発や、快適空間を

創造し提案する顧客指向型ビジネスを積極的に提供してまいりました。また、グループをあ

げて、コンプライアンスの徹底、遵守を図ってまいりました。 

この結果、当期の連結売上高は 22,735 百万円（前期比 0.6％増）となりました。利益面で

は、引き続き経営資源の選択と集中による経営効率を高めるとともに、コスト構造を見直し、

更なる経費の削減に取り組んだ結果、連結経常利益は 2,670 百万円（同 8.5％増）、連結当期

純利益は 1,405 百万円（同 25.5％増）となりました。 

主なセグメント別には以下のとおりであります。 

＜家具・インテリア事業＞ 

家具・インテリア事業につきましては、市場別営業を強化するとの観点から、より専門性

を高めた提案型営業と海外調達を拡大し、コスト競争力のある商品開発に努めました結果、

売上高は 20,127 百万円となりました。 

部門別では、オフィスインテリア部門につきましては、ＯＥＭ商品の充実、環境適応商品

の開発に努めました結果、売上高は 4,757 百万円となりました。店舗インテリア部門は一部

外食産業の新規出店の抑制がありましたが、海外調達品の拡大によるコスト競争力の強化と、

新たな販売チャンネルの開拓に努めました結果、売上高は 5,208 百万円となりました。施設

インテリア部門は医療福祉、温浴、ホテル市場が好調な中で、北欧家具、国産オリジナル家

具等の各種施設向商品を充実させるとともに、営業をきめ細かく展開しました結果、売上高

は 6,986 百万円となりました。ホームインテリア部門は取扱商品や販売先を見直した結果、

売上高は 1,379 百万円となりました。 

＜放送・通信事業＞ 

放送業界は本格的なデジタル化時代を迎え、コンテンツ(放送内容)の充実が求められてお

ります。 

このような環境の中で、放送事業におきましては、地域密着の番組編成や情報放送の充実

に引き続き注力しましたほか、新たなサービスとしてデジタル放送「シンプルコース」、録画

のできる「楽録コース」を開始するなど、利用者の利便性向上に努めました。 

一方、通信事業におきましては、ＦＴＴＨによる「光インターネット」による高速で安定

したサービスを開始しました。また迷惑メールの排除対策などの利便性、安全性対策を充実

いたしました。このような施策に加え、デジタル契約拡大の営業活動に注力した結果、売上

高は 2,599 百万円となりました。 
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当連結会計年度における売上高は、次のとおりであります。 

事 業 別 売 上 高 前年同期比 

  百万円  ％ 

家具・インテリア事業  20,127  100.2 

 オフィスインテリア  ( 4,757 )   

 店 舗 イ ン テ リ ア  ( 5,208 )   

 施 設 イ ン テ リ ア  ( 6,986 )   

 ホームインテリア  ( 1,379 )   

 機 器 ・ そ の 他  ( 1,794 )   

放送・通信事業  2,599  103.8 

その他の事業  8  110.2 

計  22,735  100.6 

 

設備投資等の状況 

当連結会計年度において実施いたしました設備投資等の総額は 186 百万円で、その主なもの

は放送・通信事業に係るものであります。 

 

財産および損益の状況の推移 

① 企業集団の直前 3事業年度の財産および損益の状況 

区  分 
第 38 期 

(平成 16 年 10 月期)

第 39 期 

(平成 17 年 10 月期)

第 40 期 

(平成 18 年 10 月期) 

第 41 期 

(当連結会計年度)

(平成 19 年 10 月期) 

売 上 高(百万円)  18,628  21,193  22,588  22,735 

当 期純利益(百万円)  941  1,125  1,120  1,405 

１株当たり当期純利益(円)  65.60  80.29  85.72  109.44 

総 資 産(百万円)  27,814  30,685  32,253  32,193 

純 資 産(百万円)  17,118  19,019  21,618  22,111 

(注) 1.１株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出してお

ります。 

2. 第 40 期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5号)

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第 8号)を適用しております。 

上記表中「純資産」に関しては、第 39 期までは資本の部の合計金額を、第 40 期以降は純

資産の部の合計金額を記載しております。 

② 当社の営業成績および財産の状況の推移 

区  分 
第 38 期 

(平成 16 年 10 月期)

第 39 期 

(平成 17 年 10 月期)

第 40 期 

 (平成 18 年 10 月期) 

第 41 期 

 (平成 19 年 10 月期) 

売 上 高(百万円)  18,416  18,834  19,995  20,128 

当 期純利益(百万円)  900  1,040  1,005  1,287 

１株当たり当期純利益(円)  62.64  74.59  76.95  100.23 

総 資 産(百万円)  24,826  27,362  28,831  28,646 

純 資 産(百万円)  16,910  18,713  19,529  19,665 
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(注) 1. １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出 

しております。 

 2.第 40 期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5 

号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会 

計基準適用指針第 8号)を適用しております。 

上記表中「純資産」に関しては、第 39 期までは資本の部の合計金額を、第 40 期以降 

は純資産の部の合計金額を記載しております。 

 

対処すべき課題 

① 事業の再構築 

今後の事業展開におきましては、下記３点に重点を置きながら成長育成分野に積極的に経営

資源の投入を図り、経営全般にわたり引き続きリストラクチャリングを展開して資本効率の向

上に努め、収益性の高い企業体質を目指し、経営の改革を行ってまいります。 

ア）市場性のある商品開発 

イ）国内外の調達力強化と品質向上 

ウ）新市場の開発と営業力強化 

② 人材の育成と内部統制の徹底 

当社グループでは、最大の経営資源は人材であると認識しております。お客様のインテリア

空間に対する要望が高度化している昨今、経営者・従業員の家具・インテリアに関する専門知

識の向上やより良いサービスの提供は、効率的な業務運営を行う上で重要な課題であると認識

しております。 

今後も教育研修体制を充実し、人材の育成に努めてまいりますとともに、より高度な内部統

制の体制を構築してまいります。 

株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご指導を賜りますようお願い申し

あげます。 
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連結株主資本等変動計算書 
平成 18 年 10 月 21 日から 

平成 19 年 10 月 20 日まで 

(単位：千円) 

 
株 主 資 本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成 18 年 10 月 20 日残高 6,362,498 5,401,276 6,095,392 △258,893 17,600,274

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― △206,002 ― △206,002

当 期 純 利 益 ― ― 1,405,861 ― 1,405,861

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △175,980 △175,980

自己株式の処分(消却) ― ― △195,267 195,267 ―

株主資本以外の項目の 

期 中 変 動 額 
― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 1,004,591 19,286 1,023,878

平成 19 年 10 月 20 日残高 6,362,498 5,401,276 7,099,984 △239,607 18,624,152

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

少数株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券 

評 価 差 額 金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算

調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

平成 18 年 10 月 20 日残高 2,246,478 85,068 4,287 2,335,833 1,682,812 21,618,920

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △206,002

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 1,405,861

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― △175,980

自己株式の処分(消却) ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 

期 中 変 動 額 
△747,069 △22,262 73,080 △696,251 164,651 △531,599

連結会計年度中の変動額合計 △747,069 △22,262 73,080 △696,251 164,651 492,278

平成 19 年 10 月 20 日残高 1,499,408 62,806 77,367 1,639,582 1,847,463 22,111,199
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連 結 注 記 表 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 ミクスネットワーク株式会社 

オリバーアメリカ・インターナショナルＩＮＣ． 

オリバーファーム・ニュージーランドＬＴＤ． 

 

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、オリバーアメリカ・インターナショナルＩＮＣ．、オリバーファーム・ニ

ュージーランドＬＴＤ．の決算日は 7月 31 日であり、ミクスネットワーク株式会社の決算日は

9月 30 日であります。 

連結子会社の決算日から連結決算日10月20日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 

３. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有 価 証 券 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入 

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚 卸 資 産 

商品・原材料 移動平均法に基づく原価法 

製 品 総平均法に基づく原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物及び構築物 建物については定率法、ただし平成 10 年 4 月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除く)については、定額法 

構築物は、当社は定率法、国内連結子会社は定額法 

また、在外連結子会社は定額法 

そ の 他 定率法、ただし国内連結子会社は機械装置については、定額法 

また、在外連結子会社は定額法 

② 無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能

期間(5 年)に基づく定額法 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により翌連結会計年度から費

用処理しております。 

また、当社においては、当連結会計年度末における年金資産見込

額が、退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した

額を超えておりますので、その超過額を前払年金費用として投資

その他の資産に計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており

ます。また、通貨スワップ取引、通貨オプション取引および為替予約取引について振当処理の

要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。 

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

４. 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

５. のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、5年間で均等償却をしております。 

 

６. 会計処理の変更 

固定資産の減価償却方法 

当連結会計年度より、平成 19 年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平

成 19 年 3 月 30 日 法律第 6号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年 3

月 30 日 政令第 83 号））に伴い、平成 19 年 4 月 1日以降取得の固定資産については、改正後

の法人税法に基づく方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 



 

 - １３ - 

連結貸借対照表に関する注記 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 5,702,085 千円 

２. 連結子会社の一部の有形固定資産について、銀行からの借入金に対し、譲渡担保権設定予約

がなされております。 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

普 通 株 式 12,976,053 株 

２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決 議 株式の種類 
配 当 金 の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日 

平成 19 年 1月 19 日

定時株主総会 
普通株式 103,334 8.00 平成 18 年 10 月 20 日 平成19年 1月22日

平成 19 年 6月 1日 

取締役会 
普通株式 102,667 8.00 平成 19 年 4月 20 日 平成 19年 7月 3 日

３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議予定 株式の種類 
配 当 金 の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日 

平成 20 年 1月 18 日

定時株主総会 
普通株式 102,316 8.00 平成 19 年 10 月 20 日 平成20年 1月21日

 

１株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額 1,584 円 40 銭 

２. １株当たり当期純利益 109 円 44 銭 
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貸 借 対 照 表 
(平成 19 年 10 月 20 日現在) 

(単位：千円) 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部) (負 債 の 部) 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金 

 受 取 手 形 

 売 掛 金 

 有 価 証 券 

 商 品 

 製 品 

 原 材 料 

 前 渡 金 

 前 払 費 用 

 繰 延 税 金 資 産 

 通貨スワップ等 

 そ の 他 

 貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

 建 物 

 構 築 物 

 機 械 及 び 装 置 

 車 両 運 搬 具 

 工 具 器 具 備 品 

 土 地 

 

 無 形 固 定 資 産 

 ソ フ ト ウ ェ ア 

 電 話 加 入 権 

 

 投資その他の資産 

 投 資 有 価 証 券 

 関 係 会 社 株 式 

 出 資 金 

 破産更生等債権 

 保 険 積 立 金 

 長 期 前 払 費 用 

 前 払 年 金 費 用 

 長 期 預 金 

 会 員 権 

 そ の 他 

 貸 倒 引 当 金 

 12,878,335 

 6,312,687 

 2,134,769 

 3,254,437 

 260,000 

 370,555 

 28,204 

 147,090 

 41,566 

 12,020 

 154,192 

 50,073 

 129,738 

 △ 17,000 

 

 15,767,843 

 5,421,579 

 2,333,656 

 27,410 

 3,289 

 51,528 

 109,314 

 2,896,379 

 

 22,329 

 2,231 

 20,098 

 

 10,323,934 

 6,700,027 

 1,300,906 

 2,415 

 29,602 

 1,648,646 

 6,415 

 24,785 

 500,000 

 100,550 

 64,539 

 △ 53,952 

流 動 負 債 

 支 払 手 形 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 未 払 金 

 未 払 消 費 税 等 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 費 用 

 前 受 金 

 預 り 金 

 賞 与 引 当 金 

 役員賞与引当金 

 

 

 

固 定 負 債 

 長 期 借 入 金 

 預 り 保 証 金 

 繰 延 税 金 負 債 

 7,930,641 

 4,001,098 

 1,324,968 

 1,500,000 

 92,756 

 43,388 

 416,044 

 179,791 

 40,345 

 33,698 

 240,400 

 58,150 

 

 

 

 1,049,694 

 200,000 

 10,746 

 838,948 

負 債 合 計  8,980,335 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金 

 利 益 準 備 金 

 その他利益剰余金 

 別 途 積 立 金 

 固定資産圧縮積立金 

 繰越利益剰余金 

 自 己 株 式 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

 繰延ヘッジ損益 

 18,101,544 

 6,362,498 

 5,401,276 

 5,401,276 

 6,577,377 

 192,815 

 6,384,561 

 4,700,000 

 9,865 

 1,674,695 

 △ 239,607 

 

 1,564,299 

 1,501,492 

 62,806 

純 資 産 合 計  19,665,843 

資 産 合 計  28,646,179 負債及び純資産合計  28,646,179 

(注)記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
平成 18 年 10 月 21 日から 

平成 19 年 10 月 20 日まで 

(単位：千円) 

科 目 金 額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 期 首 商 品 棚 卸 高 

 期 首 製 品 棚 卸 高 

 当 期 商 品 仕 入 高 

当 期 製 品 製 造 原 価 

 

 

 458,985 

 29,855 

 13,404,058 

 888,760 

 20,128,330 

 

 

 

 

 

 合 計 

 期 末 商 品 棚 卸 高 

 期 末 製 品 棚 卸 高 

 14,781,661 

 370,555 

 28,204 

 

 

 14,382,901 

 売 上 総 利 益   5,745,428 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   3,727,776 

 営 業 利 益   2,017,652 

営 業 外 収 益 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 

 

 176,551 

 77,417 

 

 

 253,969 

営 業 外 費 用 

 支 払 利 息 

 通 貨 ス ワ ッ プ 等 評 価 損 

 デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 

 そ の 他 の 営 業 外 費 用 

 

 45,736 

 65,071 

 40,802 

 6,892 

 

 

 

 

 158,503 

 経 常 利 益   2,113,118 

特 別 利 益 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 

 そ の 他 の 特 別 利 益 

 

 220,585 

 4,400 

 

 

 224,985 

特 別 損 失 

 固 定 資 産 処 分 損 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 会 員 権 評 価 損 

 役 員 退 職 慰 労 金 

 そ の 他 の 特 別 損 失 

 

 3,679 

 23,028 

 12,214 

 4,000 

 27,127 

 495 

 

 

 

 

 

 

 70,546 

 税 引 前 当 期 純 利 益   2,267,557 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

 法 人 税 等 調 整 額 

 839,677 

 140,351 

 

 980,028 

 当 期 純 利 益   1,287,529 

(注)記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
平成 18 年 10 月 21 日から 

平成 19 年 10 月 20 日まで 

(単位：千円) 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

利益剰余金 

合 計 
自己株式

株主資本

合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰 余 金

平成 18 年 10 月 20 日残高 6,362,498 5,401,276 192,815 4,200,000 10,583 1,287,718 5,691,117 △258,893 17,195,998

事業年度中の変動額   

別途積立金の積立て ― ― ― 500,000 ― △500,000 ― ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― ― △717 717 ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △103,334 △103,334 ― △103,334

剰余金の配当(中間配当) ― ― ― ― ― △102,667 △102,667 ― △102,667

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 1,287,529 1,287,529 ― 1,287,529

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― ― ― △175,980 △175,980

自己株式の処分(消却) ― ― ― ― ― △195,267 △195,267 195,267 ―

株主資本以外の項目の 

事業年度中変動額(純額) 
― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 500,000 △717 386,977 886,259 19,286 905,545

平成 19 年 10 月 20 日残高 6,362,498 5,401,276 192,815 4,700,000 9,865 1,674,695 6,577,377 △239,607 18,101,544

 

 

評価・換算差額等 
純資産 

合 計 その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ 

損 益 

評価・換算

差額等合計

平成 18 年 10 月 20 日残高 2,248,349 85,068 2,333,417 19,529,416

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立て ― ― ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩し ― ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △103,334

剰余金の配当(中間配当) ― ― ― △102,667

当 期 純 利 益 ― ― ― 1,287,529

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △175,980

自己株式の処分(消却) ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 

事業年度中変動額(純額) 
△746,856 △22,262 △769,118 △769,118

事業年度中の変動額合計 △746,856 △22,262 △769,118 136,427

平成 19 年 10 月 20 日残高 1,501,492 62,806 1,564,299 19,665,843
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個 別 注 記 表 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子 会 社 株 式 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

(2) デリバティブ等の評価基準および評価方法 

デリバティブ 時価法 

(3) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

商品・原材料 移動平均法に基づく原価法 

製 品 総平均法に基づく原価法 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月１日以降取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法 

無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能

期間(5 年)に基づく定額法 

(5) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により翌期から費用処理する

こととしております。 

また、当事業年度末においては、年金資産見込額が、退職給付債

務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を超えておりま

すので、その超過額を前払年金費用として投資その他の資産に計

上しております。 

(6) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(7) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており

ます。また、通貨スワップ取引、通貨オプション取引および為替予約取引について振当処理の

要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。 

(8) 消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(9) 会計処理の変更 

固定資産の減価償却方法 

当事業年度より、平成 19 年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平 

成 19 年 3 月 30 日 法律第 6号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年

3 月 30 日 政令第 83 号））に伴い、平成 19 年 4 月 1 日以降取得の固定資産については、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

２. 貸借対照表に関する注記 

(1) 関係会社に対する短期金銭債権 29 千円 

(2) 関係会社に対する短期金銭債務 462 千円 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 3,543,952 千円 

(4) 保 証 債 務 

ミクスネットワーク株式会社の日本政策投資銀行からの借入金 480,000 千円に対して保証を

行っております。 

 

３. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 1,052 千円 

その他の営業取引高 6,228 千円 

営業取引以外の取引高 33,524 千円 

 

４. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数 

普 通 株 式 186,511 株 



 

 - １９ - 

５. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金限度超過額 95,919 千円 

貸倒引当金限度超過額 9,793 千円 

未 払 事 業 税 否 認 33,138 千円 

投資有価証券評価損否認 210,341 千円 

減 価 償 却 超 過 額 16,185 千円 

そ の 他  66,934 千円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 432,311 千円 

評 価 性 引 当 額  △ 103,758 千円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 328,553 千円 

 

繰延税金負債 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 22,926 千円 

その他有価証券評価差額金 △ 938,798 千円 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  △ 41,697 千円 

前 払 年 金 費 用  △ 9,889 千円 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △ 1,013,309 千円 

繰 延 税 金 負 債 の 純 額  △ 684,756 千円 

 

６. リースにより使用する固定資産に関する注記 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 (単位：千円) 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具・器具及び備品 164,342 53,501 110,840 

ソフトウェア 70,943 29,329 41,613 

合 計 235,285 82,831 152,454 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 60,515 千円 

 １ 年 超  91,938 千円  

 計  152,454 千円 

 

７. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,537 円 65 銭 

(2) １株当たり当期純利益 100 円 23 銭 

 

８. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。
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毎年 10 月 20 日時点で 1,000 株以上ご所有の株主各位に対し、下記の要領で「株主ご優待

券」を発行いたします。 

発行枚数 2 枚 

発行時期 毎年 1月 定時株主総会終結後（報告書に同封してお送りします。） 

有効期限 翌年 1月 20 日（当社の休業日の場合は前営業日）まで有効 

優待方法 優待券ご持参の方に、当社の最新の総合カタログに掲載されている商品につ

いて、次の条件で、表示価格より 50％割引きいたします。 

① 優待券 1枚につき 1回のご利用に限ります。 

なお、1回でご購入される商品点数には制限はありません。 

② 優待価格でのお取扱いは、優待券 1枚につき、カタログ表示価格合計

100 万円までとします。〔100 万円を超えるご購入の場合は、50 万円

（100 万円の 50％）を割引きます。〕 

 

事 業 年 度 10 月 21 日から翌年 10 月 20 日まで 

基 準 日 定時株主総会の議決権 10 月 20 日 

 期末配当金 10 月 20 日 

 中間配当金 4 月 20 日 

定 時 株 主 総 会 毎年 1月 

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。 

http://www.oliverinc.co.jp/ 

ただし、電子公告によることができない事故その他の 

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載

して行います。 

単 元 株 式 数 1,000 株 

上 場 取 引 所 名古屋証券取引所 市場第二部 

証 券 コ ー ド 7959 

株 主 名 簿 管 理 人 東京都港区芝三丁目 33 番 1 号（〒105-8574） 

中央三井信託銀行株式会社 

同 事 務 取 扱 場 所 名古屋市中区栄三丁目 15 番 33 号（〒460-8685） 

中央三井信託銀行株式会社  

名古屋支店 証券代行部 

電話 0120-78-2031（フリーダイヤル） 

同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

（お知らせ） 

住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当金振込指定に必要な各用紙の

ご請求は以下の株主名簿管理人中央三井信託銀行のフリーダイヤルまたはホームページをご

利用ください。 

・フリーダイヤル 0120-87-2031（24 時間受付：自動音声案内） 

・ホームページ http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html 

 

株主優待のご案内

株 式 の ご 案 内 



 

 

 

 

本 店 (0564)27-2800 静 岡 支 店 (054)280-1351 

札 幌 支 店 (011)866-3770 名 古 屋 支 店 (052)209-6880 

仙 台 支 店 (022)288-2881 大 阪 支 店 (06)6228-9230 

北 関 東 支 店 (025)281-0607 中 四 国 支 店 (086)805-0530 

東 京 支 店 (03)5674-9500 福 岡 支 店 (092)473-8030 

 

青 森営業所 (017)731-2688 三 重営業所 (052)209-6880 

盛 岡営業所 (019)632-7100 長 野営業所 (026)243-9687 

郡 山営業所 (024)932-8805 金 沢営業所 (076)223-5671 

宇都宮営業所 (028)637-2881 京 都営業所 (075)525-3566 

高 崎営業所 (027)361-1446 神 戸営業所 (078)261-3381 

つくば営業所 (029)860-3121 岡 山営業所 (086)805-0530 

新 潟営業所 (025)281-0607 広 島営業所 (082)294-8090 

さいたま営業所 (048)645-1585 高 松営業所 (087)861-1226 

千 葉営業所 (043)247-6122 北九州営業所 (093)963-1432 

立 川営業所 (042)525-9371 熊 本営業所 (096)352-2226 

横 浜営業所 (045)231-2001 鹿児島営業所 (099)256-6468 

浜 松営業所 (053)450-7755  

 

沼 津出張所 (055)981-6615 岐 阜出張所 (052)209-6880 

豊 橋出張所 (0532)41-2168 松 山出張所 (089)923-1964 

松 本出張所 (0263)26-0381 沖 縄出張所 (098)860-2009 

 

 

 

 

岡崎本社 愛知県岡崎市薮田一丁目 1 番地 12(〒444-2137) 

 TEL<0564>27-2800(代表) 

東京本社 東京都江戸川区西葛西六丁目 27 番 19 号(〒134-0088) 

 TEL<03>5674-9500(代表) 

http://www.oliverinc.co.jp/ 
 

 

営 業 所 のご案 内 （平成 20 年 1 月 18 日現在） 


